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76) 字賀・前掲注8)413頁。この点については，後述， 4(3) 5)参照。
( 10) 


























79) 後述4(3)および美濃部達吉『行政裁判法』千倉書房， 1929年， 252-253頁，美濃
部「行政裁判法改正綱領J(前掲書・付録)3頁，田中二郎「公法上の損失補償制度
に就てJ(初出・ 1937年)同『行政上の損害賠償及び損失補償』酒井書盾， 1954年，
242-243頁，田中「民事事件と行政事件 判例の総合的研究 J (初出・ 1937
年)同『公法と私法』有斐閣， 1950年， 280頁以下参照。























































































































































































び損失補償~ 242-243頁，問中・前掲注 79) r公法と私法~ 280頁以下。
91) 後述4(3) 2)⑥ r井上案』に対する井上毅の修正意見Jなど参照。






























確立期)J 鵜飼信成ほか編『講座日本近代法発達史 3~ 勤草書房， 1958年， 120-121 
頁，帝国議会での趣旨説明について，松本・前掲注7)345-347頁を参照。









































































































































































































































































































































































































第 l会5条 行政裁判→住所ハ法律勅令ニ依リ行政裁判斗涜一所ニ出訴テ許シタ Jレ事
件テ審判ス
第品条 ι~ 同且~ ，回目司担叶 h 凶日品田古ー日目呼凶高訟山口叫#削除うノ
管轄長屠セ共
第1封条行政裁判斗持所ハ行i&宮支ニ士?スfo 損害要償ノ訴訟テ受理セス
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130) 行政裁判所・前掲注 16)41頁は⑥案について， r行政訴訟事項に付て列記主義を採
(40) 
























































































































135) ④案7条.9条第三，⑥案9条第三・第四，⑦案 18条・ 20条のほか，毛ツセ・前掲
注 126)147頁参照。
( 44) 

























































138) ⑦案 18条・ 20条およびモッセ・前掲注 126)146-147頁，モツセ「国ノ民法上損害
賠償義務ニ関スノレ意見J前掲注 126)134頁参照。
(46) 
































































































































































































































































明治憲法体制確立期における国の不法行為責任 (2) 242 
に除外した規定である。したがって，国家無答責の法理の対象となる「損害
要償ノ訴訟J(つまり非行政処分事件に関する損害賠償請求訴訟)は，行政裁判法 16
条の射程外である。
第二に， 1行政官庁ノ違法処分J以外の国の不法行為に係る損害賠償につ
いては，立法者内部においても，損失補償の場合と一体として考え，特別法
がある場合に限り認められるとする説し特別法の有無にかかわらず憲法
27条や民法によって概括的に認められるとする説とがあった。したがって，
国家無答責の法理の対象となる「損害要償ノ訴訟jが一律に司法裁判所の管
轄外だという理解が成立したことはなしまた，当該訴訟において一律に国
が免責されるという見解が支配的になっていたわけでもない。
第三に，行政裁判法 16条は，井上毅およびA.モツセの意図とはまったく
異なった脈絡で、起案され，成立した。したがって，行政裁判法 16条の立法
者意思として井上毅およびA.モツセの見解を挙げることは誤りである。
以上から次の結論を得ることができる。
立法史的にも論理的にも，行政裁判法 16条は，国家無答責の法理を前提
として定められた規定ではない。したがって，国家無答責の法理の実定法上
の根拠を行政裁判法 16条に求めることはできない。
〔付記〕本研究は， 2004-2005年度科学研究費補助金(基礎研究C)および南山
大学パッへ研究奨励金I-A-2による成果の一部である。
( 55) 
